
［ 主 な る 事 業 報 告］  

１． 平 成 ２ ６ 年 度  通 常 総 会  開 催 

  ※同会場にて通常総会に先立ち平成２６年度第１回研修会が開催され、講師に 

（公社）全国産業廃棄物連合会の森谷賢氏を招き、（テーマ）「温暖化・大震災と 

産業廃棄物」について基調講演され、会場は多くの会員企業出席により成功を 

収めた。 

公益社団法人移行３年目を迎え、平成２６年度通常総会が平成２６年 

５ 月 ２ ３ 日 (金 )午 後 ３ 時 マ ー キ ュ リ ー ホ テ ル (鶴 の 間 )に 於 い て 開 催 さ れ た 。 

来賓として、平素、格段のご指導ご支援を賜っております群馬県知事・ 

群馬県議会議長をはじめ行政・県議会・関係機関を代表する方々の多く 

のご臨席と会員企業４００社超による総会場にて盛大に開会。 

開会セレモニーは女性部会役員・適正処理推進員による「環境県ぐんま 

の創成」掲揚板にご来賓各自より華を添えての華文字掲揚板を当協会 

女性部会役員・適正処理推進員による総会場に入場後、掲揚の儀が行わ 

れ司会進行より「環境県ぐんまの創造」の趣意説明が満席の総会場に 

述べられた。 

議事に先立ち、協会長・名誉顧問第９１代内閣大臣福田康夫先生名代 

衆議院議員福田達夫先生より開会挨拶。 

引続き表彰式が執行され、知事顕彰表彰（ぐんま環境フェスティバル 

開催実行委員会より環境功績賞）は５名の方が受賞され、協会長表彰 

（組織運営功労賞・適正処理推進功労賞）は、１２０名の方が受賞され 

盛況に執り行われた。 

議事に入り、本年度は環境世紀の社会ニーズに応じえる公益社団法人と 

しての組織体制の確立を図るべく産業廃棄物処理の適正化推進・循環 

型社会形成・組織の新たなる発想転換に向けて、協会テーマの「教育と 

実践」を理念に掲げ行政機関をはじめ関係機関・関係団体のご指導を 

仰ぎ、「環境と資源の保全」社会機構のニーズに応え本部事業決算統一 

化を尊厳し、本部と支部組織の連携強化による様々な事業活動を積極 

的に展開を図るべき上程議案の審議は満場一致により原案通り承認 

可決され、「飛躍」をテーマに処理業界の更なる発展を期して平成２６ 

年度はスタートした。

［公益法人移行第３回］ 



 

［公益法人移行第３回］ 

平 成 ２ ６ 年 度  通 常 総 会  開 催 

次 第 

※総会成立定足数の確認 

１．開  会  の  辞 

２．主 催 者 挨 拶 

３．表 彰 式 執 行 

1.群馬県知事表彰 ぐんま環境フェスティバル開催顕彰(環境功績賞)表彰 

2.協 会 長 表 彰  組 織 運 営 功 労 賞 

４．来  賓  祝  辞 

    来 賓 紹 介 

５．議  長  選  出 

６．議事録署名人の選任 

７．議 事 

第１号議案 平 成 2 5 年 度 事 業 報 告 に つ い て 

第２号議案 平成 25 年度収支決算並びに監査報告について 

第３号議案 平 成 2 6 年 度 事 業 計 画 (案 )承 認 に つ い て 

第４号議案 平 成 2 6 年 度 収 支 予 算 (案 )承 認 に つ い て 

第５号議案 そ  の  他 

８．閉  会  の  辞 

 

          

 

 



２．組織の拡大、拡充促進にかかわる会員加盟増強促進について  

〔概 要〕 

公益社団法人移行３年を迎えて、当組織の更なる充実・健全化に向けての

テーマは組織の新たな発想転換・組織の改革・組織の活性化を図り、「本

部事業決算統一化」遵守を基本理念として本部と支部組織の綿密な連携に 

よる事業費の軽減策を念頭に事業活動の積極的展開と組織運営の充実健

全化にかかわる協会加盟啓発活動による組織の拡大・拡充推進事業を重点 

課題として積極展開を図った。 

１．会員加盟拡大・拡充促進活動については本部事務局・支部組織との 

連携により下記事項を注視して会員加盟啓発活動を図った。 

１）処 理 業 許 可 取 得 業 者 へ の 勧 誘 啓 発 

２）未許可業者への処理業許可取得への勧誘 

３）排 出 事 業 者 へ の 勧 誘 啓 発 

４）処 理 業 許 可 受 講 者 へ の 勧 誘 啓 発 

５）第 三 者 機 関 の 支 援 に よ る 勧 誘 加 盟 増 強 

２．協会加盟メリット要領策定配布啓発による勧誘 

３．会員加盟申込要領の策定発信勧誘 

①協会概要②協会定款③協会事業概要④協会加盟のメリット作文 

⑤協会加盟申込要領⑥広報・事業掲載による会員加盟勧誘⑦その他 

４．協会組織機構に会員拡大推進担当委員職(協会長委嘱)を設置し、会員

加盟増強を図る。 

 

 

３．組 織 機 構 の 活 性 強 化 の 促 進 に つ い て 

〔概 要〕 

公益社団法人移行を期に組織の①発想転換②組織の意識改革③充実健全

化などによる公益社団法人組織として活性強化の促進を図り、行政機関の

指導を仰ぎ、更なる組織・業界の発展構築を目指して事業展開を実施する。 

１）活動事項 

⑴本部組織体制と支部組織体制との連携統一化による普及活動の促進 

⑵行政機関・関係機関・関係団体との連携活動による促進 

⑶(上部団体)公益社団法人全国産業廃棄物連合会の指導を仰ぎ、連携促進 



２）組織の資質研鑽向上に関する促進 

⑴各種研修・講習会・講演会の参画及び開催促進 

⑵ホ ー ム ペ ー ジ の 効 果 的 活 用 促 進 

⑶関 係 機 関 等 の 連 携 に よ る 各 情 報 提 供 に よ る 効 果 的 活 用 促 進 

⑷関係機関よりの産業廃棄物処理関連の情報収集及び提供促進 

⑸先 進 優 良 事 業 所 等 の 視 察 

⑹そ の 他 

 

３）関係機関・関係団体との連携促進 

⑴行 政 機 関 と の 連 携 事 業 へ の 積 極 的 参 画 

⑵行政機関との研究・研修・協議会の参画 

⑶学界・産業団体との連携による研修・講演会参画による 

組織レベルアップ 

以上、標記組織機構の活性強化促進に向けて積極的展開を図った。 

 

 

４．組織･会員及び第三者機関の参画による 

    資 質 研 鑚 に 関 す る 研 修 受 講 促 進 事 業 の 実 施 

〔概 要〕 

公益社団法人として新たなる発想転換・意識改革・組織の充実活性化を主

旨としての事業活動は組織会員企業の資質研鑽向上を図るのみでなく、第

三者機関に研修促進にかかわる研修受講勧誘の活動を積極実施し、各関係

機関を通じて研修会開催案内を届ける等の第三者機関への研修会受講者

拡大促進事業の積極展開を図り第三者機関よりの受講者の参画により成

功裡を収めた。 

今後も公益社団法人として責務・使命を果たすため会員一丸となっての研

修会受講拡大促進活動による相互の研鑽レベルアップを図ることとする。 

 
 

５．各 種 講 習 会 、 研 修 会 、 講 演 会 の 開 催 

 各支部関連研修会開催（報告） 

各支部の本年度第１回研修会は各通常総会に先駆けての研修会開催を 

実施（別表）平成２６年４月２４日より５月１６日間開催。 

※各研修会会場は多くの参加と研修テーマにより教育と実践活動は 

成功裡を収めた。



 

支部 開催日 講師／テーマ 会場 

前橋 
平成26年 

4月24日 

前橋市環境部廃棄物対策課 

係長 大山 和宏 氏 

「廃棄物処理法の動向等について」 

前橋商工会議所 

吾妻 
平成26年 

4月24日 

群馬県環境森林部廃棄物・リサイクル課 

主幹 深澤 敏克 氏 

「廃棄物処理法とその動向」 

中之条合同庁舎 

富岡 
平成26年 

4月25日 

富岡市経済環境部  

部長 齋藤 順一 氏 

「富岡市の新エネルギーの取組み及び導入について」 

富岡建設会館 

桐生 
平成26年 

5月7日 

群馬県東部環境事務所 

所長 中島 右 氏 

「群馬県における廃棄物処理の状況と課題について」 

美喜仁本店 

安中 
平成26年 

5月9日 

独立行政法人 自動車事故対策機構 

渡邊 美千春 氏 

「過積載の危険性ついて」 

安中並木苑 

渋川 
平成26年 

5月9日 

公益社団法人群馬県環境資源保全協会 

会長 城田 裕司 氏 

「産業廃棄物行政の現状と今後の展望について」 

渋川中央公民館 

太田 
平成26年 

5月13日 

群馬県東部環境事務所 

所長 中島 右 氏 

「群馬県における廃棄物処理の状況と課題について」 

太田建設会館 

高崎 
平成26年 

5月13日 

群馬県西部環境事務所 

次長 中島 穂泉 氏 

「群馬県における廃棄物処理の状況と課題について」 

ホテルナガイ 

沼田 
平成26年 

5月14日 

公益社団法人群馬県環境資源保全協会 

会長 城田 裕司 氏 

「産業廃棄物行政の現状と今後の展望について 

沼田建設会館 

伊勢崎 
平成26年 

5月15日 

群馬県中部環境事務所 

係長 金子 正明 氏 

「群馬県における廃棄物処理の状況と課題について」 

伊勢崎建設会館 

藤岡 
平成26年 

5月16日 

群馬県西部環境事務所 

次長 中島 穂泉 氏 

「群馬県における廃棄物処理の状況と課題について」 

藤岡商工会議所 

館林 
平成26年 

5月16日 

群馬県東部環境事務所 

所長 中島 右 氏 

「群馬県における廃棄物処理の状況と課題について」 

(株)関高本社 

 

各 支 部 研 修 会 開 催 一 覧 

（自 平成２６年４月２４日～至 平成２６年５月１６日） 



６．（共催）(公社)全国産業廃棄物連合会と(公社)群馬県環境 

資源保全協会による産業廃棄物処理実務者研修会開催（報告） 

          開催日 平成２６年１１月２８日(受講受付Ａｍ9:00 開始) 

会 場 群馬建設会館 大ホール 

受講者 ２０６名 

受講代 ７，０００円(資料代終了証交付含む)  

上部組織と連携による処理業者他の廃棄物処理業に関する処理委託

等適正処理推進事業に係る要綱研修は、教育と実践活動に向けた受講 

者のレベルアップ資質向上を図った。 

協会事務局より第三者機関宛に受講拡大勧誘の活動を積極展開によ

り第三者機関より多くの受講参加により成功裡を収めた。 

 

 

 

 

 

７．（ 県 共 催 ） 平 成 ２ ６ 年 度 ４ ブ ロ ッ ク 研 修 会 開 催 （ 報 告 ） 

〔概 要〕 

４ブロック研修会開催は、行政機関のご指導を仰ぎ１２支部組織 

を東西南北の４ブロックに区域を分けての各支部連携強化による 

開催運営業務は 

①本部事務局にて会場の日程交渉 ②講師派遣及び打合せ 

③研修資料作成 ④各会員企業をはじめ関係機関に開催案内発送他 

⑤各ブロックとの開催運営協議 ⑥各ブロック開催会場設営 

⑦受講者受付業務 ⑧受講終了証交付業務 

支部事業は、ボランティア活動としての取組みにより４ブロック 

研修会は大成功裡を収めた。 

受講者は協会企業・第三者機関より受講参加拡大は勧誘活動により 

協会のみならず、相互の資質研鑽を図るべき公益社団法人組織と 

して責務・使命を果たすべき啓発事業を展開。 

開催の成果は各４ブロック会場に於いて、協会企業・行政機関・第三者

機関など７００社超の受講者にて満席となり、成功裡を収めた。 
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太田支部 

館林支部 
桐生支部 

行政機関 

所轄外支部 

一般参加 

太田会場 受講者の割合 

高崎支部 

藤岡支部 

富岡支部 安中支部 

所轄外支部 

行政機関 

一般参加 

高崎会場 受講者の割合 

沼田支部 

吾妻支部  

 

 

（県共催）平成２６年度 産官学連携 ４ブロック研修会 開催 

各ブロック別研修会受講者（業別）集計一覧 

渋川支部 

所轄外支部 
行政機関 

一般参加 

渋川会場 受講者の割合 

前橋支部 

伊勢崎支部 

所轄外 

支部 

行政機関 

一般参加 

前橋会場 受講者の割合 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［各 ブ ロ ッ ク 研 修 会 場 の 概 要］ 



（県共催）平成２６年度４ブロック研修会開催状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
８．情 報 収 集 推 進 事 業 

［概 要］ 

（公社）群馬県環境資源保全協会は、会員企業は基より関連企業と 

連携し、情報収集による資質研鑽向上を図り、業界のレベルアップ 

目指し、情報収集推進による下記の情報収集を組入れての実践活動 

を展開した。  

記 

①ホ ー ム ペ ー ジ の 効 果 的 活 用 

②廃 棄 物 処 理 業 者 情 報 の 提 供 

③協 会 活 動 の メ デ ィ ア 活 用 に よ る 情 報 提 供 

④業界会報を活用しての効果促進 

⑤産業廃棄物に関する情報収集及び会員への提供 

 

 

 

太田会場 

 

高崎会場 

 

渋川会場 

 

前橋会場 



９．公益法人制度移行関連事業及び組織改革事業の実施  

当協会は公益社団法人移行認定を取得

し、協会組織の新たなる改革、進展を 

目指すこととして、県行政機関をはじ

め関係指導機関、上部団体(公益社団 

法人全国産業廃棄物連合会)のご指導 

ご支援を仰ぎ、平成２４年４月１日

（日）前橋地方法務局に移行申請が認可

され２５年度は公益社団法人群馬県環境

資源保全協会の名称により処理業界の更

なる発展に寄与すべく、行政機関のご指

導を仰ぎ、関係機関、関係団体、関係企

業、県民との連絡強化に邁進し、地域社

会の一翼を担い得る協会組織として、環

境の保全、資源の保全、資源循環型社会

の構築を目指し、様々な事業展開を図っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(県共催)産官学連携 

ぐんま環境フェスティバル開催 
不法投棄防止啓発街頭ｷｬﾝﾍﾟ-ﾝ状況 

廃棄物収集運搬車両一斉調査事業 不法投棄防止立看板設置活動 


